
65 農林業の収益性向上に向けた攻めの農業の推進に
ついて

【農林水産省】

【提案・要望】
1 新たな販路開拓による生産の維持拡大や農業者の所得向上のため、本県産の高
品質で安全な農畜産物の輸出に関して以下の支援を行うこと

(1)農畜産物の輸出拡大に向けて、諸外国の輸入検疫条件の緩和に向けた働きか
けを強化すること

(2)特に、条件が厳 しい中国に対 して、イチゴ、相橘や牛肉など輸入品目拡大を
働きかけること

2 農林水産物等の地域資源を利用した地域内流通拠点の整備や 6次産業化等に関
して以下の支援を行うこと

(1)食品加工や観光分野等との連携による地域経済循環を促進するため、地域資
源を活用した交流人口の拡大に向けた受入体制整備等への支援について強化す

ること

(2)農林業者等の6次産業化の推進と計画達成に向け、必要な予算の確保を図る
こと

【本県の現状・課題等】

1 農畜産物の輸出促進
本県は、香港、シンガポール等植物検疫条件が緩やかな国への輸出が主体であり、輸出

拡大に向けて海外商談会への参カロや現地バイヤーの産地招へい、量販店等でのフェア開催

などに取り組んでおり、農畜産物の輸出額は順調に拡大している。

しかしながら、周辺アジア諸国では規常1のハードルが高く、特に中国は、GDPが 世界
2位で富裕眉も多く、購入意欲も高いなど有望な輸出相手国であるものの、輸出可能な青
果孝勿はナシ・リンゴ、緑茶に限られ、主要畜産物である和年についてもBSE等の影響によ
り輸入が禁止されているため、本県農畜産物の輸出拡大が難しい状況にある。

2 地域内流通拠点の整備や6次産業イとの推進
農産物直売所は、中山間地域など一定の産地規模が形成困難な地域や、担い手が不在な

地域において、稼ぐ仕組みを構築する上で重要な役割を果たしており、グリーン・ツーリ

ズム等の地域情報発信拠点としてさらに活性化を図る必要がある。そのため、集客の促進

及び販路拡大等への対応に向けた、よリー層の取組が必要である。

また、農林漁業の所得向上のため、地域資源を活用した6次産業化の取組を推進するこ
とが重要である。 6次産業化認定事業者数は着実に増加 しており、現在35事業者 (平成
30年 3月 末現在)と なっているが、今後、認定事業者の計画実現に向けて、専門家等の
派遣による事業のブラッシュアップや課題解決がさらに重要となってくるため、 6次産業
化サボー トセンター運営に係る十分な予算の確保が必要である。

<六次産業化法に基づく年度別認定数 >(H30.3月末現在)
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0長崎県農産物直売所の
売上額の推移
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●伸びている長崎県農畜産物輸出

<長崎県農畜産物輸出額の推移 >
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● 6次産業化の推進による商品開発の実現 (五島ワイナリー)
開発した新商品

【提案・要望実現の効果】

(農畜産物の輸出促進)
植物検疫条件の緩和・撤廃へ向けた取組を進めることにより、中国を含むアジアの新興国

向けへの輸出が拡大、新たな需要が生まれ、更なる輸出拡大が期待できる。

(地域内流通や6次産業化の推進)
本県の多様な農産物や豊かな自然などの地域資源を活かした農山村地域における交流人口

の拡大や、直売所を核とした地域内流通拠点の整備を図ることで、農山村地域全体で稼ぐ仕

組みづくりが構築される。                      ・

農山漁村において地域資源を活用した6次産業化が進むことにより、新商品開発や新たな
ビジネスが展開され、農林事業者の経営が多角化し、地域農業の活性化が図られる。
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66 経営感覚に優れた次代の農林業の担い手の確保・
育成について

【農林水産省】

【提案。要望】
1 新規就農者 。就業者を農村に呼び込み、地域農業の担い手として早期に定着さ
せることで、基幹産業である農業を力強い産業に育てるため、以下の支援を行う

こと

(1)新規就農 。就業に伴うリスクを軽減し、円滑な経営確立に資するため、「強い

農業づくり交付金」等の施設整備事業において、新規就農 。就業者向けの予算

枠を創設 。確保すること

(2)農業次世代人材投資事業について、必要な予算を確保するとともに、親元で
親と同じ作口で就農する者であつても、新たに規模拡大し設備投資を図るなど、

農外からの就農者と同等のリスクを抱えるような場合は、支援の対象となるよ

う制度の拡充を行うこと

(3)本県のように西端で中山間地や離島など条件に恵まれない地域では、担い手
の減少が著しいことから、新規就農者の確保のため幅広い年齢層にも資金の交

付を可能とするよう支付対象年齢の緩和を行うこと

2 地域に構築された労力支援システムを補完し、雇用労力を必要とする経営体ヘ
の登録人材の派遣や人材育成等を総合的に行う農業サービス事業体の円滑な運営

に必要な住居の確保や研修用ハウスの整備に対する支援策を請じること

3 森林資源が禾ll用期を迎え、木材生産の増加が見込まれる中、新たな林業の担い
手の確保のため、「林業・木材産業成長産業化促造対策」等について、新規就業時

の初期投資費用を支援の対象とするよう制度の拡充を行うこと

【本県の現状・課題等】

1 新規就農者 。就業者の確保と早期定着に向けて
新規参入者及び親と同じ作日で新たに設備投資などを伴い就農する者の場合、必要な設

備等に多額の投資を要することが就農阻害の一因であり、現施策では、新規就農者の大き

な害1合を占める農家子弟が支援を受けられない場合があり、不公平感が生じている。

また、離島や中山問地の農業従事者や担い手が大きく減少しており、地域の基幹産業で

ある農業を維持、強rヒを図るためには、年齢にとらわれず、意欲ある新規就農者を確保す

ることが必要である。      ・
2 就労希望者住居の確保や研修用ハウスの整備
本県では、 JA生産部会や農協等と連携し、受入団体等登録制度の充実 。強化対策とし
て就農に必要な情報発信内容の強化と技術研修等の取組により新規就農者の増大を図つて

いる。

認定農業者等が必要とする労力の提供を目的として、国家戦略特区農業支援外国人受入

事業の特定機関となる農業サービス事業体の設立を目指しているが、就労する人材の住居

や技術習得に必要な研修用ハウス等の整備が必要となっている。

3 新規就業時の初期投資に係る経費支援
林業の新規就業者は、立木伐採や丸太運搬等の危険を伴う作業が多く、一般的に技術を

取得し、一人前の技術者になるまで3年以上の期間が必要で、資格取得とそのための旅費
等の経費やチェーンソー等の機材購入費用の負担が大きい状況である。
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●基幹的農業従事者数の推移

H7年 旧荘2年 H17年 H22年 日27年 H32年 H37年

●林業新規就業時の初期投資の例

諸機材項目  金額 (円 )
チェーンソー        100′ 000
下メ」り機             70,000

安全靴       30,000
安全パンツ        22,000
へ)レメット          21′ 000
合 言+           243,000

資格取得等

チェーシソー・刈与ムい機

車両系建設機わ碇運転技能・玉掛け資格

小型移動式クレーシ運転技能資格

不正地運搬車運転技能資格

はい積み作業技能資格

機れ或集材装置運転技能資格

を手 言十

0長崎県の新規就農・就業者数の推移
600
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8
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500人 /年の新規就農・就業者の確保
⇒ 農業生産力の維持、増進

0目指す素材生産と担い手

H20 H21 H22 H23 村24 ‖25 H26 H27 H28 H29

千 斌

平成3フ年

素材生産量 28万謂
林業専業作業員 400名

金客頁 (円 )
20,000

48,OOO

24,000

28,000

12′000

24′ 000

156,000

【提案・要望実現の効果】
(新規就農者・就業者の確保と早期定着に向けて)

新規就農・就業時のリスクの軽減及び所得の確保等により、円滑に経営確立が図られるこ

とで、本県が取り組んでいる農家子弟の着実な就農及び農外・県外の就農希望者を呼び込む

取組が効果的に働き、本県の新規就農者 。就業者数の増大が図られる。また、投資リスクの

軽減と所得確保は全国共通の課題であり、国が目指している新規就農し、定着する青年農業

者の増大にも大きく貢献することができる。

(就労希望者住居の確保や研修用ハウスの整備)

不足する労力を需要量に応じて供給するシステムを構築することで、経営規模拡大を円滑

に進め、農業所得の向上に寄与できる。

(新規就業時の初期投資に係る経費支援)

林業新規就業者を確保、育成することで、地域森林資源の有効利用と公益的機能の維持が

図られ、併せて林業事業体の体質強化により、地域の林業成長産業化につながる。さらに運

送業・建設業・機械販売・燃料供給業 t製材加工業など関連産業で多様な雇用創出が可能と

なる。

日新規雇用就業者  新規自営就農者
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67 農協改革について

【農林水産省】

【本県の現状。課題等】

1 准組合員の組合事業利用に関する規制のあり方
農協は、農家組合員の農業所得の増大を図るため営農指導や販売事業・購買事業などの

経済事業等を行っているが、収益的には赤字であり、信用事業・共済事業の収益でこれを

補つている。

しかしながら、これらの事業は、准組合員の利用害」合が一定の量を占めていることか

ら、准組合員の利用制限が導入された場合、農協運営が成り立たなくなるとともに、地域

農業・農山村の維持・活性化にも支障を及ぼす恐れがある。

2 県農協中央会の連合会移行後の非課税措置継続
中央会は、従来から会員組合の組織、事業及び経営の指導など、組合の健全な発展のた

めに事業を行つてきたところである。仮に連合会に移行したことにより、非課税措置の適

用がなくなれば、これまで中央会として行ってきた事業に支障をきたすこととなり、ひい

てはその影響が会員組合にまで波及する恐れがある。

0地域インフラとしての役割
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【提案。要望】

農協改革の実施にあたっては、以下に十分留意 して対応すること

可 准組合員の組合事業利用に関する規制のあり方にかかる検討に当っては、農協
が地域インフラとして重要な役害Jを担つていること及び総合事業により財務基盤

の安定が図られている実態に十分配慮すること

2 県農協中央会については、連合会移行後においても移行前と同様の事業を行い、
組織として公益法人と同様の性格を継続して有することを踏まえ、引き続き非課

税措置が適用されるよう配慮すること

【Aコ ープでの農産孝勿の販売】

―-139-―

【農協の窓国業務】



<平成28年度総合農協部門別損益状況>(経常利益ベース )

信用事業

共済事業

経済事業等

(百万円 )

1′ 855
2′ 4フ 1

954    .
▲1, 918菖農指導事業

経常利益 3′ 362

<長崎県における組合員数の状況>(平成28年度末現在 )
組合員総数   14フ′フ41人
正組合,員      52′  244人  (35日 40/0)
准雅議合,員      95′  49フ人 (64「 60/0)

<組織変更 (連合会への移行)による税務上の影響>

税 農協中央会 連 合 会

税

所得税 利了・配当等非課税 利〒・配当等課税

法人税 収益事業のみ課税 全所得課税

印紙税 非課税 課税

地

方

税

法人住民税 均等害」は非課税 課税

事業税 収益事業のみ課税 全所得課税

固定資産税
課税 (所有・ 自己使用の

事務所倉庫は非課税 )

課税 (所有・ 自己使用の

事務所倉庫は非課不,1)

※現】犬において、農協中央会は、法令により公益法人等としての

非課税措置が適用されていたが、運合会については非課税措置

の適用がなされていない。

P
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68 日本型直接支払制度による農業・農山村の自然循
環機能の維持増進について

【農林水産省】

【提案・要望】
日本型直接支払の法制化に伴い、中山間地域等直接支払交付金、多面的機能支払

交付金、環境保全型農業直接支払交付金を継続的な制度として推進を図るため、地

方自治体が必要とする推進事務費を含め、必要な予算を確保すること

また、事業期間内(平成27年度～ 31年度)の内容の大幅な変更 (要件、取組内容
の縮小)を行わないこと

【本県の現状・課題等】

市町と連携し、課題となつている事務負担の軽減に効果的な組織の広域化を推進し、交付

金制度の継続取組及び取組面積の拡大を図つている。

環境保全型農業直接支払交付金の取組は、地域特認取組である総合的病害虫・雑草管理

(IPM)が 560/。 、全国共通取組である堆肥施用27°/c、 カバークロップ11°/cである。
「農業の有する多面的機能の発揮の促造に関する法律」が平成27年 4月 に施行され、日本

型直接支払制度は、法に基づく安定的な制度として運用されており、離島、半島など条件不

利地を多く抱える本県において、本制度は、地域の共同取組活動の増加、荒廃農地化の防

止、多面的機能の維持・発揮等に多大な効果をもたらしている。

しかしながら、関連推進事業予算の減額と併せて、多面的機能支払交付金については資源

向上活動 (長寿命化)に係る予算が不足しているため、地域が望む活動が十分に実施できな
い状況であり、事業推進の大きな支障となつている。

また、平成30年度に「国際水準GAPの実践」の要件追加や、複数取組の廃止、全国共通

取組への優先配分を行うなどの事業期間途中で大きな要件変更が行われたため、生産者は当

該交付金にかかる、事業計画の大幅な見直しを余儀なくされており、取組推進の支障となっ

ている。

('義
3)
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中山間地域等直接支払交付面積の推移

口交甘函積 (10割 )  日交甘函績 (8割 ,
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o多面出機能支払交付金の取組 (北松浦郡 どヽ値賀町)

長崎県の資源向上支払 (施設長寿命化)

取組面積の推移  7  7
12即

10涸旧0

8側

6側

4側

2側

0
H23  H24  H25  H26  H27  H28  H20

口草地(ha) 田畑(ha) 回水田 (ha)

0環境保全型震業直接支払交付金の取組

長崎県環境保全型農業

200伊     耳又組
~夫

画標の手佳イ多

郎

1000

500

0 したアザミウ
旧24 H25 H26 H27 H28 H29

【提案 。要望実現の効果】

離島。中山間地域において、農林業は地域の重要な基幹産業であり、農山村は国土保全、

水源かん養、自然環境保全、景観形成等の多面的機能を有するとともに、農林業を営む者の

生活の場所となっている。環境に配慮した農業に取り組みながら、これら農山村が持つ多面

的機能の保全・継承を進めることで、離島・中山間地域における集落の維持が期待される。

【取組の成果】
・施設の継続した維持管理体制
の確立
・農家負担を軽減しながら、施設
の長寿命化を実現

旧
1500

寸
〇
引

函

驚

田

霞
曲

■
露
麗

H23

０
０
卜
備
　
　
　
　
　
‐Ｆｉ、い
市
卜

ゆ
Ｎ
Ｎ
Ｏ
　
　
　
　
脂
中
一
峠

∝
０
０
斡
　
　
　
い一・”
”
峰

■
■
■
■

■
■
ロ

甘
Ｆ
Ｏ
甘

■
■

一
■

―-142-―



69 鳥獣被喜防止対策の強化について

【農林水産省、環境省、防衛省、警察庁】

【提案・要望】

農山村における野生動物による農林業被害、生態系被害対策として以下の支援を

行うこと
1 鳥獣被害防止総合対策交付金 (農林水産省)及び指定管理鳥獣捕獲等事業交付
金 (環境省)について十分な予算を確保すること
2 イノシンによる農作物等の被害防止対策を効果的に実施するため、国において
生態や生息数の把握や予測手法等に係る研究を進めること

また、近年、県下で被害が拡大しているカモの生態や新たな被害防止対策等の

研究を進めること
3 省庁間運携による野生動物の市街地出没対策を強化し、人身事故発生防止策を
講じること
4 自衛官 。警察官OBの、銃器の取り扱い経験が豊富な人材を捕獲の担い手とし
て活用するため、銃刀法における射撃実技の省略及び在職中の狩猟免許受験時の

職務専念義務を免じる制度改正を行うこと

5 国内希少野生動物種ツシマヤマネコの保護を図るべき対馬や生物多様性の確保
に重要な国立公園の保全が必要な地域においては、国が捕獲事業を実施し、野生

獣の適切な管理を図ること

【本県の現状・課題等】
。県単独事業による捕獲者の育成。確保や捕獲報奨金制度等により、地域での捕獲の態勢強
化を図つており、ニホンジカにおいては、生息調査や捕獲事業者による広域的かつ集中的
な捕獲活動を実施。
・野生鳥獣の市街地出没への対応マニュアルを作成し、各地域協議会で体制整備。
・捕獲の担い手確保のため、狩猟免許を有しない従事者容認事業 (旧 1303特区制度の活用)
により地域の捕獲体制を整備。
・壱岐対馬固定公園対馬地区において指定管理鳥獣捕獲等交付金を活用したニホンジカの捕
獲を行い、対馬の重要な資源である希少植物等を保護。
1 被害対策交付金の予算確保
本県では、イノシン、三ホンジカを合わせた捕獲頭数が5万頭を超え、加えて近年、諫
早湾周辺地域を中心に県内で農作物被害が拡大しているカモにおいて、捕獲経費、実証試
験費等への要望に対して予算配分が不足している。また、環境省の交付金についても予算
が十分ではなく、限定的なエリアでの実施に限られている。
2 イノシシの生態や生息数予測及びカモの生態、被害防止技術等の研究の推進
イノシンの行動パターンや生息頭数の把握など、生態についての基本的なデエタや予測
手法が不足しているため、被害防止に効果的な加害個体の捕獲や、生息頭数の低減につな
がる捕獲目標の設定に苦慮している。
また、カモについて農作物を加害する種類や行動範囲など生態に不明な点があるととも
に、被害防止技術も十分確立できていないため、有効的な被害防止対策が実行できない。
3 市街地対策の強化
中山間地域が多い本県では、野生動物の生息域と市街地が近接しているため、イプシシ
の出没による人身事故等の生活環境被害が依然問題となつている。
4 捕獲の担い手対策
捕獲対策を進める狩猟免許所持者のうち、わな猟免許所持者は農業者を中心に一定確保
されているものの、鳥類対策、くくりわなでの止め刺し等に必要な銃猟免許所持者は高齢
化等により今後減少が見込まれる。
5 ツシマヤマネコの保護区内での捕獲対策
ツシマヤマネコの生息地域や国立公園において、ニホンジカの食害による植生の減少等
により動植物の生育環境悪化が進行している。
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万円 く野生鳥獣による農作物被害額の推移 >(ヵモによる農作物被曽額の推移) 卑習軍電鵬 間諄
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【提案・要望実現の効果】
(被害対策交付金の予算確保)

継続的に捕獲の強化を図ることにより、広域かつ効果的な捕獲活動の実施が可能となり、

イノンシ 。ニホンジカの生息数の低減と農作物被害の軽減が図られる。

また、特にカモによる被害が増加している諫早湾周辺地域において、モデル的に被害防止

対策の実証試験を実施することにより、県下各地のカモによる農作物被害の軽減が図られ

る。

(イ ノンシの生態や生息数予損1及びカモの生態、被害防止技術等の研究の推進)

イノンシの生態を踏まえた、加害個体の効率的な捕獲や捕獲数の目標設定が可能となり、

被害防止対策の効率化と被害の低減が図られる。

また、カモに対する効果的な被害対策が可能となり、カモによる農作物被害の軽減が図ら

れる。

(市衡地対策の強化)

市街地への出没に対する対応方針を明示するとともに、市街地における防護対策を実施す

ることで、人身事故等の未然防止による市民生活の安全が図られる。

(捕獲の担い手対策)
自衛官 。警察官OBの在職中の免許取得および在職中の免許取得を促進することにより、
警備会社等による狩猟免許所持者の雇用を容易にし、有害鳥獣の捕獲対策に一定の組織体制

を持つ企業の参入とその後の活発な事業展開が可能となる。

(ツシマヤマネコの保護区内での捕獲対策)
三ホンジカの捕獲の推進により生態系被害が軽減され、国による捕獲事業の実施によリツ

シマヤマネコの生息地や国立公園の景観及び生物多様性の保全が促進される。
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70 林業公社に対する支援制度の拡充について

【総務省、財務省、農林水産省】

【提案・要望】

林業公社の木材取扱量は本県が最も多く、林業公社の経営健全化を図ることが林

業 。本材産業全体の発展につながるため、以下の支援を行うこと

1 日本政策金融公庫の融資制度等を改正すること
(1)高金利の貸付金に対する任意繰上償還制度または低不U借換制度を創設すること

(2)利用間伐推進資金の賞与条件の緩和と償還円滑化のための資金に対する国に

よる利子補給制度を創設すること

2 長伐期施業のための分収林契約変更の円滑化対策を拡充すること

3 森林整備法人の経営安定化等を図る地方公共団体への財政支援を拡充すること
(1)現行の特別交付税措置を継続するとともに措置率を引き上げること

(2)起債要件を緩和し、県の無利子貸付金を起債需J度の対象とすること

【本県の現状 。課題等】

1 日本政策金融公庫からの融資残
公庫からの高金利 (最高利率6.5°/c)の借入金が現在も多く残つており、その金利負担

が経営を圧迫している中、「利用問伐推進資金」のうち「償還円滑化のための資金」は、
「利用間伐に必要な資金」と併せて借りる必要があることから、円滑な資金活用の支障と

なっている。

2 分収林契約変更の円滑化対策
長伐期施業への移行を推進しているが、消息不明の土地所有者が存在するため、分収林

契約の期間延長に係る相続登記手続き等が非常に困難な状況となっている。

3 森林整備法人の経営安定イと等を図る地方公共団体への財政支援
県が林業公社の経営安定化のために行う無利子貸付金及び利子助成金については、今後

も継続するとともに措置率の引上げが必要である。

また、「林業公社に係る転貸債の取り扱いについて」 (総務省)によると、本県の無利子
貸付金は起債の対象とならないことから、起債要件の緩和が必要である。
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○林業公社の現状と支援策

【林業公社の現状】 【課題】 【政府施策要望支援策】

森林資産

(415億 FB)

他(11億円)

借入金(303億円)

無利子
・公障 71感隠

他(3億円〉

正味貝オ産

(120億隠)

☆林業公社の経営改善

☆本県森林面積約5%
にあたる11,290ha

の森林の持つ公益

的機能の維持増進

(賃幣評価年間316

億 円 )半 日本学賃学会参照

(426「患円)
(経饉面壌:11,290ha》

◆長伐期への契約変更(50年→80年 )
進捗率 948%(面積ベース) |

,it色所有苔が
不明のため
契約変更が困難

3分収林契約の長期1し
FB滑化対策の拡充

○県の木材生産の中心を担う林業公社

零嬢露暮等魔 轟鑢嬢鶴本揚の錢嬢騒

生23ァ 510類

【提案・要望実現の効果】
(林業公社の経営改善)

金利負担軽減、分収林契約変更の円滑化等の支援により経営改善を図ることが期待され

る。

(森林の持つ公益的機能の維持増進)

林業公社の行う森林の造成等は、森林所有者による森林の整備が困難な地域において分収

林契約により森林整備を推進し、木材の安定供給にとどまらず、水源温養、土砂災害防止、

二酸化炭素吸収など森林の公益的機能発揮の維持増進を行なうものであり、林業公社の経営

支援によりその促進が図られる。
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71 まちづくり事業の推進について

【国土交通省】

【提案・要望】
まちづくり事業の推進のため、予算の確保を要望する

1 住宅市街地総合整備事業・市街地再開発事業及び土地区画整理事業の促進を図
ること

2 公営住宅整備事業及び公営住宅ス トック総合改善事業の促進を図ること

【本県の現状。課題等】

<斜面市街地 。低利用地の整備>
・住宅市街地総合整備事業 。市街地再開発事業及び土地区画整理事業の促進

本県の多くの地域では、斜面市街地が形成され、厳しい土地条件になっており、この斜

面市街地には老朽建築物等が密集し、防災上、居住環境上多くの問題を抱えている。

また、限られた平地部分には、無秩序な市街化が進展したり、老朽化した低層の商業施

設等が密集しており、効率的な土地利用がなされておらず、市街地としての魅力が低迷し
つつあるため整備が必要である。

<公営住宅ストックの改善>
。公営住宅整備事業及び公営住宅ストック総合改善事業の促進

本県の公営住宅は昭和40年代から50年代にかけて建設されたストックが多く、これら

の住宅は経年劣化や現代の住生活ニーズに対応できておらず、良質な住環境とは言い難い

状況である。

低所得者層が安定した生活を営むためには、良質な住宅ストックヘの更新及び改善を行
い、良好な住環境を形成する必要がある。

このため、各事業主体において策定した公営住宅等長寿命化計画等に基づき、県営住宅

と市町営住宅の役割分担を勘案しながら、建替・改善の手法を的確に見極め、事業を計画

的に進めている。

住宅南街地総合整備事業

(矢岳・今福地区:佐世保市)

事業擦
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市街地再開発事業
(新大工町地区 :長崎市 )

市街地再開発事業
(諌早駅東地区 :諌早市 )

公営住宅整備事業
(県営深堀団地 :長崎市 )
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【提案。要望実現の効果】
(項目 1)

・住宅市街地総合整備事業・市街地再開発事業及び土地区画整理事業の促進

○住宅市衡地総合整備事業について11地区の整備が行われ、斜面密集市街地における、

公共施設の整備等により、防災性が高まり、利便性も高まることから、住環境が改善

し、地区の定住促進が図られる。

長崎市 (江平地区、稲佐・朝日地区、北大浦地区、南大浦地区、水の浦地区、立神地区、

立山地区)

佐世保市 (矢岳 。今福地区、戸尾 。松,II地区、福田 。中通地区、東山地区)

○市街地再開発事業について3地区の整備を推進しており、中心市街地の活性化が図られる。

長崎市 (新大工町地区、浜町地区)

諌早市 (諫早駅東地区)

○土地区画整理事業について6地区の整備が行われ、道路等の公共施設の整備改善や宅地
の利用促進が図られる。

(項目2)
。公営住宅整備事業及び公営住宅ストック総合改善事業の促進

○住宅の耐震化や高齢者対応を図ることにより、安全安心で良質な住環境が整備され、低

額所得者の居住の安定確保が図られる。
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72 義務教育に係る教職員定数の改善と確実な財源保
障について

【文部科学省】

【提案・要望】

義務教育に係る新たな教職員定数改善計画の速やかな策定を図るとともに、確実

に必要な財源を確保すること

(1)学校が直面する様々な教育課題を解決し、きめ細かな指導による質の高い教
育に長期的 。安定的に取り組むとともに、数職員の長時間勤務の改善のために

も、新たな教職員定数改善計画を早期に策定し、着実に実施すること

(2)教育水準に地域間格差が生じないよう、義務教育費国庫負担金と地方交付税
による調整機能により財源を確保すること

【本県の現状・課題等】

(1)近年、教育を取り巻く環境は大きく変化し、家庭や地域の教育力の低下、不登校・暴力
行為の増加などにより、教職員の対応すべき課題も複雑 。多様化しており、多忙化の要因
にもなっている。
このような中、特別な支援を要する子どもが増え、特別支援学級数及び通級指導教室数

が増加しており、今後もさらに増加する見込みである。

また、いじめや不登校など各学校が抱える個別の教育課題に対応するための加配定数は

年度ごとに措置されているものの、教育課題に長期的 。安定的に対応するためには、新た

な計画に基づく定数改善が必要である。

(2)国による義務教育費国庫負担金とともに地方交付税の財源調整機能も含めた財源措置に
より、離島や過疎地域のへき地学校が、県全体の約3割を占める本県においても、国が保
障する一定の教育水準の確保が保たれている。

(本県の取組)

教職員の安定時・計画的な採用等を行うために、平成29年 3月 に義務標準法が改正され、
加配定数の一部が基礎定数イとされたところであるが、通級指導等の個別の教育課題に対応す

るために、県単独による定数により教職員を配置している。

○本県の特別支援学級数及び通級指導教室数の推移

学級数

1,000

間

H22  H23  H24  H25

口特別支援学級  ■通級教室
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合理化等による増河

(自然励

加配定数② 計 ③

加配定数 (純増減)
①十②

定数改善 (純増減)
①+③区 分

定数改善
(カロ固E)

① 基礎定数

▲ ¶C (▲ 3,8001▲ 313 ▲ 4∞ ▲ 713 30326年度 703

500 ▲ 10C (▲ 3,∞Ol900 ▲ 600 ▲ 400 ▲ 1,∞O27年度

525 ▲ 375 (▲ 3,1001525 ▲ 900 0 ▲ 90028年度

473 395 868 (▲ 4,150129年度 395 473 O

1,595O 385 1,210 (▲ 4456)30年度 1,210 385

O国の定数改善の推移

O教育課題への対応のための基礎定数イヒ

○へき地学校数の害ど合 (平成29年度)

【小中学校数】

長崎県 全国

ロヘき地 醸へき地以外 ロヘき地 難へき地以外

【提案・要望実現の効果】
(項目1)

新たな教職員定数改善計画に基づく定数改善により、正規職員を計画的に採用
。配置し、

複雑・多様化した教育課題に対して長期的 a安定的に取り組むとともに、教職員の長時間勤

務の改善を図ることができる。

(項目2)

憲法上の要請に基づく「教育の機会均等・教育水準の維持向上」が確保される。

<平成30年度>
①障害に応じた特月」の指導 (通級による指導)の充実
②外国人児童生徒等教育の充実

③初任者研修体制の充実

④基礎定数化に伴う自然減等

+505人
+ 58人
+ 63人
▲ 241人

①～④の計 +385人

全体 へき地 へき地以外 へき地割合

長崎県 510 140 370 270/。

全 国 107,432 10,308 97,124 10%
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73 教職員の人事権に係る現行制度の堅持について

【文部科学省】

【提案・要望】

離島やへき地の多い本県では、全県的な教職員の採用及び広域的な人事異動によ

り、教育の機会均等と教育水準の維持向上を図つているため、現行制度を堅持する

こと

【本県の現状。課題等】

地域間の競争が激しさを増していく中で、子どもたちが変化の激しいグローパル化社会を

生き抜くための確かな学力を身につけ、様々な分野で地域を支える人材を育成するために、

とりわけ全県的な学力向上の取組を一層推進していく必要性が増している。

離島地域や過疎地域が多い本県では、現行制度下において県教育委員会が昭和52年から

全県的な広城交流人事を実施し、全県的にバランスのとれた人事異動を行い、教育の機会均

等と教育水準の維持向上を図つてきた。これにより、学力面や教諭の年齢のばらつき等、本

上部と離島部の教育格差を生むことなく、県内全ての学校で安定した教育活動が実施できて

いる。

また、現行制度が変更され、市町に人事権が移行された場合、都市志向から教職員の志願

者が大規模都市等へ集中し、イヽ規模市町との教育水準の地域格差の発生が懸念される。

<人事権移議についての国の動き>
政令指定都市以外の市町村への人事権移譲については、平成25年12月 13日付けの中教審

答申「今後の地方教育行政の在り方について」の中で、「県費負担教職員の人事権について

は、引き続き、小規模市町村を含む一定規模の区域や都道府県において人事交流の調整を行

うようにする仕組みを構築することを前提とした上で、小規模市町村等の理解を得て、中核

市をはじめとする市町村に移譲することを検討する。」とされている。

また、平成27年 1月 30日 の閣議決定「平成26年の地方からの提案等に関する対応方針」

においては、「広域での人事調整の仕組みにも配慮したうえで、中核市等に権限を移譲する

方向で検討を行い、イヽ規模市町村を含めた関係者の理解を得て、結論が得られたものから順

次実施する。」とされている。
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小学校 (歳 ) 中学校 (歳 )
η
′
刀
骨 45.5本上部

離島部 44.7 42.7

表 1 本上部と離島部の教諭の平均年齢比較

H29.3.31現在の年齢

表2 平成29年度全国学力 B学習状況調査 (H29.4.18実 施)における、本土部と離島部の正答率

<平 29 全国学力学習状況調査 (A問題)>

<平成 29年度 全国学力学習状況調査 B >

【提案。要望実現の効果】
現行のとおり、県教育委員会が人事権を有し、県下全域で広域的な交流人事を推進するこ

とで教育水準の維持 。向上と教育の機会均等が図られる。

現行制度が堅持されることは、本県が目指す人材育成及び学力向上にとって、大きな後ろ

盾となる。

中学校 (%)小学校 (%)

国語 算数 国語 数学

本上部 73.4 77.7 76.2 63.7

離島部 74.6 79。 4 78.3 63.7

小学校 (0/o) 中学校 (%)

国語 算数 国語 数学

56.2 43.3 71.2 47.5本上部

41.7 73.3 46.9離島部 55,3
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74 公立学校施設の整備に係る財源の確保について

【文部科学省】

【提案。要望】
公立学校の施設整備に係る学校施設環境改善交付金事業について、設置者の整備

計画どおりに事業を進めることができるよう、当初予算において十分な財源を確保

すること

(1)公立学校施設の整備に係る必要な財源を当初予算で確保すること

(2)実情に即した補助単価の引上げを図ること

【本県の現状・課題等】

<学校施設の老朽化>
公立小中学校の施設整備については、耐震対策を最優先に取り組んできた結果、老朽化対

策は先送りされ、建築後25年以上経過した建物が全体の 8割を占めるなど、学校施設の老
朽化への対応が急務となっている。

<防災機能の強化>
学校施設は、災害発生時には避難所としての役割も果たす極めて重要な施設であるため、

構造体や非構造部材の耐震対策を進め、防災機能を強化していく必要がある。

<快適で特色ある教育環境の整備>
少人数学級の導入や特別な支援が必要な児童生徒の増加等による教育内容の多様化、さら

に空調設備の設置や トイレ改修など、安全・安心であることに加え、快適で特色ある教育環

境の整備が求められている。

<国による財源の確保について>
地方公共団体の財政状況は厳しく、施設整備に必要な予算の確保が困難な現状において、

老朽化対策や耐震対策、防災機能の強イと、変調整備や トイレ改修など教育環境の質的向上等

を図るための施設整備を着実に進めるためには、国の財政支援が必要不可欠である。

公立小中学校の施設整備にあたっては、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する

法律のほか、学校施設環境改善交付金交付要綱等により交付対象事業に要する経費を国が算

定割合に応じて負担又は支付することとなっているが、当初予算による採択がなされない場

合、学校施設の整備計画に著しい支障が生じる。

また、補助単価についても、依然として実勢単価に乖離が生じ、事業を実施する地方公共

団体の負担が増大している。

(本県の取り組み)

県立学校については、平成24年度末までに全ての学校において構造体の耐震化対策を完

了した。

市町立小中学校については、市町教育委員会に対し機会を捉え働きかけを行つてきた結

果、構造体の耐震化率は98.3°/。 となっている。 (平成28年度末現在)

また、市町教育委員会を対象とした研修会において、施設整備に関する助成制度の周知

や、各市町が抱える課題を共有する場を設けるなど、学校施設整備が円滑に進むよう取り組

んでいる。

―-153-―



金線数2.171棟のうJЬ 776練(35.7ヽ )

全棟数2,171練のうち再.821練(338X)

213350
322

369

426

141

50 イⅢ2

115
86
57

公立小中学校の経年別保有棟数 (H29.5_1現在で2∞阿f以上の校舎・体育館 )

棟 数
450

400

350

300

250

200

150

100

50

0

建築年度

事業規模と予算額

本県の建築単価の推移

検舎 (R造 )改築の実例

(H28年 度実施事業)

【提案。要望実現の効果】
(項目 1)

学校施設の整備に必要な財源を当初予算で確保することにより、老朽イと対策や耐震化事

業、防災機能強化事業のほか、多様な学習内容 。学習形態に対応した大規模改造事業など、

教育環境の改善を図る各種事業について、設置者の整備計画どおりに取り組むことができる

とともに、将来を担う子どもたちへの安全・安心で快適な教育環境の提供や災害時における

避難所としての利用が可能となる。

(項目2)

補助単価を引上げることで、事業を実施する地方公共団体の財政負担の軽減が図られる。

Sη以 S43-
S47

S19～   S酪‐‐

S52    S5'
S58～  S63～  雨～的  H10～  H15ヽシ 陀0～  卜125-
S62    Htt           H14    H19    1 124   H29

H28年 度 H29年度 H30年 度H27年度

2,457 1,097 2,097 1,344

(690) (682)(2,049) (709)

(662)(408) (388) (1,407)

予算額 (A)

1,787 2,0063,450 2 089地方自治体の
事業計画額 (B)

‐
1

ゝ
｀ △ 993 △ 992 310 △ 662予 の

― (B

H28 H29 H30

前年比 建築単価 前年比

建物
区分
構造

建築単価 前年比 建築単価

事業区分

162,300 +81500 165,900 +3 100 171,400 ■5,500小中学校
幼稚園

検舎 R・ W

検舎
(R造 )

補助単価

(Al
166,900

実施単価

(B)
268,088

差額

(A)― (B)
△ 101,188
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75「学校における働き方改革」の実現に向けた環境
整備について

【文部科学省】

【提案・要望】

平成29年 12月 中央教育審議会の「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指

導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策 (中間

まとめ)」 で示された取り組むべき具体的方策を着実に実施し、教職員が疲労や心理

的負担を過度に蓄積して心身の健康を損なうことのないよう、長時間勤務の是正に

向けた環境整備を支援すること

(1)都道府県単位での統合型校務支援システムの導入推進に係る事業を拡充する
こと

(2)ス クールサポー トスタッフや部活動指導員の配置に係る補助制度を拡充する

とともに、継続的な財政支援を行うこと

【本県の現状・課題等】

本県では、全県的な広城交流人事を行つており、県単位での統合型校務支援システムの導

入は、システムの共通化による業務縮減や共同調達による費用的なメリットがある一方で、

各市町においては学校数や財政力など条件に違いがあり、短期間での一斉導入は難しい状況

である。国の実証研究事業で予定されている 1年度間の事業期間では、十分な実証 。研究を

行い、さらに、より広域に導入推進を図ることは難しいため、事業期間を延長するなど事業

の拡充をお願いしたい。

また、スクールサポートスタッフの配置支援 (国 1/3)や 中学校における部活動指導員
の配置支援 (国 1/3)に 係る補助事業が、平成30年度から拡充されたが、都道府県や市町
村の費用負担が必要であることから、本県の厳しい財政状況では、十分な予算措置が難しい。

よリー層の配置を推進するため、国の補助制度の拡充と継続的な財政支援をお願いしたい。

(勤務の長時間化の主な要因)

○書類作成等の対応策が不十分

○授業や部活動に従事する時間が増加

○教師の持ち時間時数を減らすとの観点での、教職員定数の改善が不十分 など

<文部科学省 教員勤務実態調査集計結果 (平成28年度)>
1週間当たり 一般教員の再週間の動務時間

(2016年捜爾Fl)
0 0  5 111

(O/。 )

,5 20 25
校長

52髄固19分 一lX,年 l`■ 100躇潤以上 012 中学校嬉ヽ彗審震
100備 RB未渇 04

圏
鶴

011

02
07
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85～ 909,置身未満

80～86弱出来鴻

7S-80蹄朗米潟
70～ 75像も鶴未涌

65～ 70'、1般ll未洩

60～ 6Se,t簡木′穏

11
厚生労働省が示す「過

労死ライン」に該当す

る教諭の害は合

・小学校→ 33.5%
。中学校→ 57.6%

59踏駆 分

報 教員
53鈴間18分 生7

校長
99

吟0
田校
ガ翻i

55～ 60的問末幾

60～55睛確ll未幾

45～50時騰9未′轟

40～45臨β毎未′魅

40時間未濃
一般執員

7
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遇
労
死
ラ
イ
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<国の対策事業 >

○統合型校務支援システム導入実証研究事業

教員の業務負}B軽減及びそれを通じた教育

の質の向上を区る観点から、学校における校

務の1青報化を効率的に進めるため、都道府県

単位での「都道府県校務支援システム」の共

同調達・運局の促進に係る実証。

(実施主体)著層道府県 (※ 4地域程度)

(負担割合)国 10/10

(※ ただし、 1年度間限り)

<課題・要望 >

本県においても、「統合型校務支援システム (長

崎県推奨システム)」 を構築し、広域的に導入を進

める計画である。国の実証研究事業においては、長

時間勤務の是正に向けてく校務の効率化における十

分な実証 '研究を行い、より広域に統合型校務支

援システムの導入を推進するため、少なくとも3

年間の事業期 F白]が必要であるc

…

…

中|

○スクールサポー トスタッフ配置事業補助

教員の負担軽減を図るため、学習プリント

等の看口刷などを才́女員に代わって行うサポー ト

スタッフの配置を支援。

(実施主体)都道府県・指定都市

(負担割合)国 1/3、 都道府県 :指定都市2/3

○中学校における部活動指導員配置事業補助

部活動の適正化を進めている教育委員会を

対象に部活動指導員の配置を支援。

(実施主体)学校設置者 (主に市町村 )

(負担割合)園生/3、 都道府県1/3、 市町村1/3

【提案。要望実現の効果】
(項目1)

○広域的に統合型校務支援システムが導入されることにより、校務の効率化や情報セキュ

リティの向上が図られることで、教職員の負担が軽減されるとともに、スクールサポー

トスタッフの支援により、教職員の業務が削減され、子どもたちと向き合う時間が
'曽

加

する。

(項目2)

○部活動指導員の配置が推進されることにより、超過勤務の主たる要因である部活動指導

業務が緩和されるとともに、専門的指導者が指導することで、部活動指導に不安を抱え

る教職員の負担軽減が図られる。

スクールサポー トスタッフや部活動指導員の配置

は、国が提言する「チーム学校」の実現に向けて

の重要な取組であるが、継続的に多大な費用が必

要となる。よリー層の配置を推進するため、国によ

る補ユカ率の 1/2への弓|き上げや地財措置等による
財政支援の拡充が必要である。

主な

要因

対策

■部活動の指導に係る教職員の

負担が大きいため、専門ス

タッフ等の支援が必要

⇒スクールサポートスタッフに

よる支援や iCT等の業務効
率化に向けた環境整備が必要
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76 スクールカウンセラー及びスクールツーシャルワーカーの
回庫補助制度の充実並びに早期の教職員定数化について

【文部科学省】

【提案。要望】

深刻化 。複雑化 している児童生徒の問題 。諸課題に対応するため、スクールカウ

ンセラー及びスクールソーシャルワーカーの国庫補助制度を充実させつつ、早急に

定数化を行うこと

(1)現行制度に係る補助率を従来の 1/2に戻すとともに、早急に、スクールカ
ウンセラー及びスクールソーシャルワーカーを数職員定数として算定し、全て

の校種において国庫負担の対象とすること

(2)教職員定数イとする際には、地域の実情等に合わせた弾力的な人員の配置等が
できるようにすること

【本県の現状・課題等】

本県では、学校における教育相談体制の充実を図るため、スクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーの配置拡充を行つてきたものの、国庫補助率が引き下げられたことに

加えて、国庫補助金の必要額が措置されない状況もあつた。

そこで、配置方法の工夫により、配置校数は増加しているが、希望する学校や市町はそ

れ以上に増加しており、またスクニルカウンセラーの高等学校への配置は、配置校総数の

10°/。程度という制限もあることから、希望があっても配置できない学校等がある。さらに、

報酬単価の減額等に起因する労働条件の低下から優秀な人材が他の機関 (病院等)や他県ヘ

流出しており、人材確保が困難になっている。

平成29年 4月 に学校教育法施行規則の一部改正により、スクールカウンセラーとスクー

ルソーシャルワーカーの職務内容が明記され、チーム学校の一員としてさらなる活用を図る

ことが求められている。平成27年の中央教育審議会において答申されたとおり、スクール

カウンセラーとスクールソーシャルワーカーの教職員定数化の措置についても、早急に行う
べきであると考える。

スクールカウンセラー・スクールソーシヤルワーカーを取り巻く環境

児童虐待

自殺 子供の貧困
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相談対応件数 665件
※H28年度

いじめ
認知件数 :2,051件

1,000人あたり15.1件

※H28年度 (小中高特)

就学援助率

17.5.%

※H27年度
全国自殺者数 :319人

※ H28年 (小中高)

不登校者数 :1,680人

※H28年度 (小中高)

発生件数 :393件

1,000人あたり2.9件

※H28年度 (小中高特)

スクール

ソーシャルワーカー

スクール

カウンセラー

暴力行為 不登校



【現状】

1 予算について

【平成 30年度】
(1)ス クールカウンセラー等活用事業 (1/3補助)
交付決定額  71, 315, 000円 (当初計画どおりの額で交付決定)

※平成 29年度は当初計画の 100%(70, 917, 000円 )で交付決定
※平成 28年度は当初計画の 1000/o(701 1891 000円 )で交付決定
(2)ス クールソーシヤルワーカー活用事業 (1/3補助 )
交付決定額   19, 722, 000円 (当初計画どおりの額で交付決定)

※平成 29年度は当初計画の 980/c(19, 719, 000円 )で交付決定
※平成 28年度は当初計画の 1000/c(18, 9431 000円 )で交付決定

2 報酬単価について (平成 30年度)

OSC  l
O準 SC l
OSSW l

3 配置状況について

スクールカウンセラー配置状況

単位 :検

287

000円 (H20年度まで5,
000円 (H20年度まで31
000円 (H23年度まで3,

500円 )

500円 )

500円 )

スクールソーシヤルワーカー配置状況

５

３

３

間

間

間

時

時

時

側

３。

∞

５。

ｍ

５。
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Ｓ。

。
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56

単位 :校・箇所

~57~ ~~~~60 ~~~

-41-―

28

平成28年度 平成29年度 平成30年度
平成28年度 平成29年度 平成30年度

口①配置希望 287 300 348
静6配置幕重

~

1早Q聟 _耳 _
:差 (①―②)

56 60
鵜②配霞 21S 280 29 4モ

差 ⑩ ―③ 72 30 68 28 19

【提案。要望実現の効果】
(項目1)

国の補助率が 1/2に戻ることで配置拡充が更に進み、児童生徒等の不安や悩みの軽減、
いじめ・暴力行為などの問題行動や不登校などの諸課題の解消のために、迅速かつ継続して

取り組むことができる。

(項目2)

教職員定数化された場合、人員の配置等を弾力的に、本県独自に行うことができるように

なれば、県内の様々な地域の実情に応じたスクールカウンセラー等の効果的活用が図れる。
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77 特別支援教育の充実に必要な財源の措置について

【総務省、文部科学省】

【提案・要望】
1 インクルーシブ教育システムの構築に向けて特別支援教育の充実を図るため、
「特別支援教育支援員」及び「看護師どを定数イとし、必要な財源措置を行うこと

(1)幼稚園、小学校、中学校、高等学校における、発達障害を含む様々な障害の

ある幼児児童生徒に対する学校生活上の介助や学習活動上の支援のための「特

別支援教育支援員」の配置

(2)特別支援学校における、障害の重度。重複化により医療的ケアが必要な児童

生徒の安全 。安心な学校生活の確保のための「看護師」の配置

2 障害のある幼児児童生徒の通学環境改善のため、特別支援学校のスクールバス
に係る経費について、地方財政措置の拡充を図ること

【本県の現状・課題等】

近年、本県においては、児童生徒数が減少する中、特別支援学校や特別支援学級等で学ぶ

児童生徒や発達障害等の特別な配慮が必要な児童生徒が年々増加しており、一人一人の障害

に応じた適切な指導・支援や合理的配慮の提供を行うために、必要な職員の配置を促進する

ことが喫緊の課題となっている。

しかし、県市町の厳しい財政状況から、児童生徒のニーズに応じた十分な配置が進んでい

るとは言い難い状況である。

また、特別支援学校においては、児童生徒の障害が重度 。重複化の傾向にある中、自宅か

ら通学させたいという保護者の意向が強いことや、保護者の送迎にかかる負担も大きいこと。

から、スクールバスの運行を充実し通学環境を整備していく必要がある。

現在、本県では、県所有のバス 1台 とバス事業者所有のパス17台を特別支援学校のス

クールバスとして運行委託しているが、賞切バス運賃の料金制度の移行もあり、運行に要す

る経費は大きな財政負担となっている。

(本県の取組)

平成24年度から県立高等学校に特別支援教育支援員を配置し、教職員と連携して特別な

教育的支援が必要な生徒の支援を行っている。

また、平成16年度から県立特別支援学校に看護師を配置し、医療的ケアの必要な児童生

徒の安全 。安心な学校生活の確保に努めているところである。

さらに、県内に23校 (分教室等を含む)あ る特別支援学校のうち、 8校にスクールバス
を運行し、幼児児童生徒の通学環境の整備を図るとともに、保護者の負担軽減に努めてい

る。
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配置人数配置校 (園 )数
小学投 中学校 高等学校 計幼稚園 小学校 中学校 高等学械 計 幼稚園

区分

403 36 348 119 3 506H25 26 277 97 3

35 360 138 3 536H26 22 272 112 3 409

22 268 117 5 412 39 369 144 5 557H27
113 5 411 44 406 142 5 597H28 21 272

5 408 38 426 147 5 616H29 19 269 115

○特別支援教育支援員配置状況

立幼・小 。中学校、

ける 護師の配置状況

人

医療的ケアを受けて
いる児童生徒数

医療的ケア行為別の

児童生徒数 (延べ人

数)

Oスクールバスの運行状況

※運行経費は当初契約額の総額

【提案・要望実現の効果】
(項目 1)(項目2)   ・

「特別支援教育支援員」や「看護師」が定数化されることで、配置が促進され、離島やヘ

き地の学校も含めて県内どこに住んでいても、障害のある児童生徒に必要となる手厚くきめ

細やかな特別支援教育が受けられるようになる。

(項目3)

通学手段の確保により、障害のある児童生徒の通学環境が改善され、特別支援学校の専門

的な教育を受ける機会の充実が図られる。

区 H25 H26 H27 H28 H29

12 13 i3 13 13

74 79 99 98 107

192 185 257 247 311

年  度 H25 H26 H27 H28 H29

学校数 (分教室等含む)

ス

ク
I

ル
バ

ス

運行検数

運行台数 (け

利用者数

運行経費 lBl

1台あたり (B)/(A)

24校 24被 22較 23校 23検

8校 8校 8被 8校 8被

17 台 17 台 17 台 18 台 18 台

463 人 468 人 483 人 487 人 463 人

1241565 千円 130,692 千円 1511673 千閣 147,629 千円 143,759 千円

7,328 千円 7,688 千円 8,922 千円 8,202 千円 7,987 千円
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78 重要文化財「対馬宗家関係資料」の保存と活用に
ついて

【文部科学省】

【提案・要望】

ユネスコ「世界の記憶」に登録されている「朝鮮通信使に関する記録」や日本遺

産「国境の島壱岐・対馬・五島～古代からの架け橋～」を構成する資料である重要
文化財「対馬宗家関係資料」は近世日韓交流史を記録した我が目唯―の資料群であ
り、その保存と活用を通して、交流人口の拡大や地域の活性化に寄与することが期

待されることから、以下について、財政的 a技術的支援を充実すること

(1)重要文化財「対馬宗家関係資料」の修復を促進するため、国の補助金の嵩上

げ等の財政的支援を充実すること

(2)現在、県と対馬市が整備を進めている新博物館における重要文化財の展示・

収蔵環境や資料修復のあり方について技術的支援を行うこと

【本県の現状・課題等】

「対馬宗家関係資料」は、日記類、絵図類、典籍類、印章、衣裳等多岐にわたる種別で、
かつ膨大な資料で構成され、そのうち約 5万 2千点の資料が重要文化財に指定されている。
しかしながら、虫喰い等による資料の損傷が著しいものが多数散見されるため、

'平
成27

年度から国の補助事業により修復を行っているが、本県の厳しい財政状況では修復が進まな

い現状にある。

修復が遅れるほど資料の劣化も進み、修復経費がさらに嵩むことが見込まれ、修復を促進

するためには、国の補助率の嵩上げ等の財政的支援が必要である。

また、資料の適切な保存 。活用を図るためには、現在、県 。市が整備を進めている新博物

館の適切な展示・収蔵環境の整備や資料修復のあり方についての単術的・専門的な助言等が

重要であり、国の技術的支援が必要である。

(本県の取組)

○「対馬宗家関係資料」修復の特異性
「対馬宗家関係資料」は、資料の損傷度に応じて、専門業者委託による修復と、職員に

よるメンテナンス作業 (簡易補修)を行つている。

○新博物館の建設計画

対馬市に建設中の新博物館において、展示テーマとして「韓国との交流の歴史」を挙げ

ており、「対馬宗家関係資料」は、対馬独自の歴史資料であることから、展示の主要資料

とする予定である。

○ユネスコ「世界の記憶」と日本遺産の活用

平成27年度に「国境の島～壱岐・対馬・五島～古代からの架け橋～」が日本遺産に認定

されるとともに、平成29年度には「朝鮮通信使に関する記憶」がユネスコ「世界の記憶」

に登録され、「対馬宗家関係資料」はいずれの構成資料にも含まれていることから、今後、

公開活用による交流人回の拡大や地域の活性化につなげる取組を推進する。
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◆修復が必要な「対馬宗家関係資料」

(イメージ図)

◆新博物館での活用

臨
一気

: T
ゝ

r、
t

◆「朝鮮通信使絵巻」

I提案・要望実現の効果】
朝鮮との外交・貿易を担つてきた対馬藩の藩政記録である「対馬宗家関係資料」は、近世

日韓交流史を記録した我が国唯―の責重かつ膨大な量の資料群であることから、日韓の研究

者等の注目を集めている。

調査・研究が進むことにより、日韓交流の歴史的事実の新たな発見等も期待されるととも

に日韓共同の調査 。研究を通して、日韓のさらなる友好交流にも寄与することができる。

また、資料の展示・収蔵機能を強化し、適切な保存・活用を図ることにより、調査・研究

が促進されるとともに、交流人回の拡大や地域の活性化 :こつながる。

ギ、 L.=こ 〕
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79 県民の安全・安心を確保するための地方警察官増
員について

【警察庁】

【提案・要望】
下記の各種課題に的確に対処するため、本県警察官の増員について特段の配慮を

すること

奪 多くの国境離島を有する本県の水際対策の強化

2 特定複合観光施設 (IR)導入に伴う諸課題

3 社会の複雑 と多様イとの進展に伴う諸課題

【本県の現状・課題等】

1 朝鮮半島を巡る情勢が緊張の度合いを高める中、草月鮮半島や中国大陸と一衣帯水の関係
にあり、多くの国境離島を有する本県においては、海上保安庁等の関係機関と連携しなが

ら、水際対策を更に強化していく必要がある。

2 観光を基幹産業へと成長させるため、観光立国の実現を目指す我が国にとって、「安
全 。安心を実感できる治安を維持すること」は外国人観光客を誘致する上で極めて重要で

ある。

本県は、「世界が認める観光県ながさき」の実現や産業のすそ野が広い IR導入を目指
しており、交流人口の拡大に伴う諸課題やカジノが導入された場合の社会的リスクに的確

に対応する必要がある。

(諸課題)

■遺失物の取扱件数、110番通報、交通事故等の増加

■カジノ (IRの機能の奪つ)導入に伴う治安対策の強化

3 最近の治安情勢は、刑法3E認知件数が減少傾向にあるものの、ストーカー・ DV事案が
高止まり傾向にあり、特殊詐歎が増加して手日も巧妙fヒするとともに、サイバー犯罪等に

関する相談件数が過去最高となっており、依然として厳しい情勢にある。

<警察力の強化の必要性>

これらの情勢を踏まえ、徹底した合理化・再配置の取組を行ってもなる既存の人員で対処

し難い緊急の課題に的確に対処するため、地方警察官の増員により警察活動体制の更なる充

実を図るなど警察力の強化が喫緊の課題である。
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地方警察官の増員により、警察力を強化
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【提案・要望実現の効果】
(項目 1)

国際テロ容疑者の潜入や不法入国等の違法行為を未然に防止するための沿岸警戒や海空港
における警戒などの水際対策について、更なる徹底 。強イとを図り、安全・安心を実感できる

治安を維持することで、本県の外国人観光客の誘致強化に向けた取組を更に進め、2020年

に訪日外国人旅行者数を4ooo万人とする国が掲げる目標達成に寄与することができる。

(項目2)

自治体、 lR事業者等と相互に緊密な連携を図り、組織犯罪対策、暴力団等反社会的勢力
対策、犯罪抑止対策、地域風俗環境対策、青少年対策、交通対策等を強力に推進していくこ

とで、 IR導入推進に伴う諸課題に的確に対応することができるとともに、カジノが導入さ
れた場合の社会的リスクが軽減され、 IRへの県民の理解が進む。

(項目3)

犯罪や交通事故が少なく、全ての人が安全で安心して暮らし、滞在することができる社会
の実現に向けて、各種犯罪及び事故の被害防止活動、各種犯罪の検挙活動等を推進するとと

もに、関係機関・団体、事業者及び地域住民との連携 。協働を強化し、官民一体となった取

組を強力に推進していくことができる。

安i金で安心とて暮―らし、薄在できる枇会の案現

164


